
新潟県森林・林業基本戦略の概要 資料１

〇 目 指 す 姿 森林の多面的機能が発揮され、森林資源を循環利用した持続的な産業の振興と山村地域の維持活動が順調に

行われる姿を目指す。

〇 方針と取組 目指す姿である循環型林業の確立に向け、下に記載の４つの方針により取組を進める。

〇 推 進 期 間 令和４年度～令和10年度（７年間）

＜「目指す姿」の実現に向けた方針・取組＞

本日議論するテーマ

＜目標＞

“つなぐ”プロジェクトの地区数

30地区（R10）

• 川上・川中・川下等の関係が

未構築。

• コーディネーターが川上・川

中・川下等をつなぎ、プロジェ

クトを構成。

• 森林資源の利活用プラン等を策

定し、関係者が一体となって、

県産材の生産と利用拡大に取り

組むプロジェクトを実施。

＜目標＞

素材生産量の年増産量(R4～10)

２万㎥／年（現状１万㎥／年）

• 森林施業は、利用間伐が主体。

• 成熟した森林の主伐を促し、再

造林により森林を再生。

⇒「伐って、使って、植えて、

育てる」

という循環型林業を推進。

森林資源等の利用拡大

○ 成熟した森林の伐採を促し、次世代の森

を再生させる、主伐・再造林による循環型

林業を推進

○ 製材工場間の連携や乾燥能力等の向上を

図り、十分な乾燥等の品質を有する県産材

製品を安定供給

○ 県産材を使用した住宅建築リフォーム等を

支援 など

○ 川上から川下までの事業者の関係構築を支

援、森林資源の生産・利用拡

大を図る「つなぐプロジェクト」を全県展開

○ 木材流通の実態や川上・川中・川下に精通し

たコーディネーターを育成・派遣 など

方針１

○ 林業事業体の経営基盤を強化し雇用条件

の改善を促進

○ 林業の説明会や技術研修などを通じて、

異業種からの林業への参入を促進 など

○ 森林・林業教育などを通じて、県民の森林

・林業に対する理解を促進

○ 木材利用の意義等の理解拡大による県産材

の利用促進 など

森林所有者から消費者までを
つなぐ、仕組みづくり

方針２

担い手の確実な確保・育成方針３ 県民の森林・林業に対する
理解促進

方針４

本日議論するテーマ

本日議論するテーマ



森林資源等の利用拡大
・木材の生産拡大

【低コスト再造林の取組】

〇 事業体や森林所有者に対し、利用間伐から主伐・再造林への転換を促進す
るため、再造林の低コストにつながるモデル的な取組を支援

（県内56箇所、約40ha）
〇 低コスト再造林を普及するため、造林技術の研修会を実施するとともに、
県内各地において先進地視察研修などを開催 （県外２回、県内12回）
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方針１

【先進地の講師によるデジタル技術研修】

主伐に用いたグラップルによる地拵え（糸魚川市） デジタル調査結果と現地との比較（村上市）

令和５年度の取組 資料２

⇒ 低コスト再造林手法は、県内各地に広がっており、事業体や
森林所有者の主伐・再造林への意識が徐々に広がっている

森林資源等の利用拡大
・県産材製品の安定供給

【製材・加工施設の整備】

〇 県産材製品の供給拡大を図るため、複数の製材工場間での製材や乾燥の
作業連携を促進するとともに、プレカット施設の整備を支援（プレカット
施設１箇所）

⇒ 地域の製材工場間の連携により稼働率の向上を図るとともに、核と
なる製材工場の施設整備を通じて､地域全体として､県産材の供給体制
が強化された
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方針１

効率よくプレカットするために、横架材特殊加工機(左)と下地材の加工ライン(右)
を導入し、県産材加工量の増加を目指す（R8までに原木換算で1,700m3増加）

（株）坂詰製材所（阿賀野市）



森林資源等の利用拡大
・県産材製品の利用促進

【県産材製品の利用促進】

〇 住宅分野において、県産材利用の拡大が図られるよう、県産材を使用した
住宅の建築やリフォームを支援 （支援棟数251棟）今年度事業実績の見込み

⇒ 新設住宅着工数が減少するなか、申請工務店数が前年度と比較して
20社増加し、県産材利用のすそ野が広がった（R4:74社→R5:94社）

〇 民間建築物における県産材利用を促進するため、企業や団体に県産材利用
を働きかけるとともに、民間建築物における県産材利用を支援

⇒ PR効果の高い施設や飲食店等の商業施設において県産材が利用され、
県民の県産材にふれあう機会が増えている

3

方針１

県産材を使用した住宅 （上越市） 県産材を使用した保育施設（新潟市）

（R5年度：４件）

4

森林所有者から消費者までをつなぐ、仕組みづくり
・「つなぐプロジェクト」の実施

方針２

〇 R４立ち上げの９地区で森林資源活用プランに基づき、木材流通の効率
化による供給体制づくりや、工務店等への地域材の利用拡大に向けた働き
かけ等の取組を実施

〇 新たな地区でのプロジェクト立ち上げに向け、目指す姿や取組内容
等を検討
⇒ ５地区で立ち上げた



担い手の確実な確保・育成
・新規就業者の確保

【新規就業者ガイダンス】

〇 新規就業に向け、林業への理解を深め就業につなげる取組を県内各地で実施
･ 林業就業ガイダンスや林業体験ツアーを開催：５回
･ 林業機械の体験講習会を開催：５回
･ 林業を学ぶ学生への就業準備給付金の支給：４名

⇒林業就業ガイダンス等に延べ233名が参加し、うち７名がR6年４月から県

内林業事業体に就業予定

5

方針3

【林業機械の体験講習】

新規就業者の確保に向け、学生等へ林業の仕事や
魅力を紹介

高校生等を対象に、実際のチェーンソー作業等
を体験（加茂農林高校） （高田農業高校）

担い手の確実な確保・育成
・異業種からの参入促進

【林業実務研修(森林整備・作業道開設)】

〇 担い手確保のため、異業種からの林業への
参入を推進
〇 企業の状況に合わせた段階的なステップに
より、参入を支援

⇒既存事業体との連携等により建設業等から
新たに10社（速報値R6.2月末現在）が本県林
業へ参入し、着実に林業の担い手となる事業
体が増加している。
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方針3

【参入事業者へのOJT】

【参入事業体への機械レンタル】

林業参入に関心のある事業者を対象とした、作業道の開設
等の実務に関する研修会

技術向上に向け、新規参入事業者が既存
事業体の元で実施するOJT

（糸魚川市）
新規参入事業体に対して高性能林業機械
のレンタル経費を支援

（柏崎市）（十日町市）



県民の森林・林業に対する理解促進
・森林・林業教育の実施

【県産材を使用した木工教室】

〇 県内の小中高生等を対象に地域の森林や森林の持つ機能について学び、
林業や県産木材にふれる機会を創出するため、森林・林業教育を実施

⇒県内小中高生等延べ約1,000人が、体験活動等を通して森林の機能や
林業の役割について理解を深めた

方針４

森林・林業を学び、県産丸棒材を輪切りにして
コースターを製作する木工教室

（村上市保内小学校）

【林業体験活動】

7

皆伐跡地の植栽作業などを体験し、林業への理
解を深める森林・林業教育

（十日町市松代中学校）

県民の森林・林業に対する理解促進
・森林や木材にふれる機会の創出

〇 木製品展示や木工教室などの実施を通じて、県民が森林や木材、木製品と
ふれあい、木材利用の意義についての理解を促進

〇 森づくり活動を行うボランティア団体等の活動支援を通して、社会貢献に
取り組む企業等の参画を促進

⇒ 19企業が22箇所で協定を結んでおり、森林ボランティア活動に参画している
新たに１企業が協定締結に向けた協議をすすめている

8

方針４

【イベントでの木製品の展示】 【団体等による森づくり活動】

（新潟県文化祭2023 上越市）

県産材の良さを体感できる木製品をイベント
で展示し、県産材利用の意義を紹介

ボランティア団体等と地元の子供による
ブナの植樹

（卒寿の森づくり実行委員会 三条市）



戦略スタート

○森林資源等の利用拡大

○森林所有者から消費者までをつなぐ、「つなぐプロジェクト」の展開

目標項目：プロジェクト
の地区数

R10に30地区で展開

目標項目：素材生産量

主伐・再造林主体の林業に転換し、森林資源の利用拡大による森林の若返り

川上・川中・川下等をつなぎ、関係者が一体となって、県産材の生産と利用拡大に取り
組むプロジェクトを全県で展開

R10に35万㎥とするため、
２万㎥／年を増産

Ｒ４実績：前年より2.6万㎥増産
（23.6万㎥）

Ｒ５実績：現在取りまとめ中

（R6.７月公表予定）

Ｒ４実績： ９地区

Ｒ５実績：新たに５地区

素材生産量の推移

※川中・川下は円内に留まらず

戦略目標と実績 資料３
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１．スギ人工林の伐採・植替え等の加速化

〇重点的に伐採・植替え等を
実施する区域を設定し、
伐採を推進

花粉症対策等について 資料４

花粉症対策の全体像
○国では、昨年４月に「花粉症に関する関係閣僚会議」を設置し、５月30日の第２回会議に
おいて「花粉症対策の全体像」を取りまとめ、対策の三本柱を示した

三本柱の対策：①発生源対策（スギ人工林の伐採・植替えを加速化）
②飛散対策
③発症・曝露対策

10年後（R15年度） 30年後（R35年度）
約２割減少 約５割減少

【目標】10年後に発生源のスギ人工林を
２割減少 （将来的（30年後）には半減）

３．花粉の少ない苗木の生産拡大

〇採種園・採穂園の
整備を支援

〇民間事業者によるコンテナ
苗産施設の整備支援

４．林業の生産性向上及び
労働力の確保

〇意欲ある木材加工業者等に
対する高性能林業機械の導
入支援

２．スギ材需要の拡大

〇住宅分野における輸入材からスギ材への
転換促進
〇集成材工場、保管施設等の整備支援
〇建築物へのスギ材利用の機運の醸成

※スギ人工林の伐採重点区域
都市部（新潟市、長岡市、上越市）
周辺等のスギ人工林を設定

花粉症対策 初期集中対応パッケージ （令和５年10月11日「花粉症に関する関係閣僚会議」）

○令和15年までの10年間に初期段階から集中的に実施すべき対応を「花粉症対策 初期集中対応
パッケージ」として示した

国の対策 本県の主な取組

１.スギ人工林の伐採・
植替え等の加速化

〇特定機能回復事業（林相転換特別対策）
・スギ人工林の伐採と伐採後の少・無花粉スギ等苗木の植栽を推進
〇循環型林業実現モデル事業
・再造林の低コスト化につながるモデル的な取組を支援
〇林業経営集積促進事業
・森林の長期管理を推進するため、機材等の整備を支援

２.スギ材の需要拡大
〇にいがた県産材の建築物支援事業
・建築物への木材利用がカーボンニュートラルに貢献することを周知
・工務店等に対し、県産材の利用を支援

３.花粉の少ない苗木
の生産拡大

〇花粉の少ない苗木の生産拡大事業
・採種園の整備等による花粉の少ない苗木の生産拡大を図る

４.林業の生産性向上
及び労働力の確保

〇異業種連携による木材供給拡大事業
・県外や異業種からの新規参入及び県内事業体との連携を支援
〇にいがたフォレスト・ワーク支援事業
・ 学生等若者向けの就業ガイダンス、林業体験講習を開催
・異業種から林業への参入を促進するためのОＪＴや、林業機械のレンタル等を支援

国の花粉症対策に対する対応方針

〇国の対策は、循環型林業の実現を目指す本県の基本戦略の方向性と合致
〇県では、林業の成長産業化に向けた基本戦略の取組を総合的かつ着実に実施することで、
国が推進する新しい対策に取り組んでいく


